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１ はじめに 
近年、地球温暖化の問題が深刻にとりあげ

られるようになり、ついに京都議定書の採択

となった。温室効果ガス排出量の削減は義務

となり、さまざまな方策が考案されるように

なってきている。省エネルギーによる CO2排

出量の削減もその一つであるが、部門別に

CO2 排出量を見た場合、産業・運輸部門の省

エネルギーは進んでいるものの、民生部門の

二酸化炭素排出量は依然として増加しており、

省エネルギーはまだまだ進んでいるとは言い

がたい状況である。民生部門の中でのエネル

ギー消費は、主に建築物に関するものであり、

断熱材等の様々な省エネルギー方策も提案さ

れている。 

 本研究では、既存建築物に比較的導入しや

すい対策として、高反射高放射塗料に着目す

る。この塗料は、日射吸収率の高いコンクリ

ートや鋼材によって引き起こされる、いわゆ

る「ヒートアイランド現象」の緩和方策とし

ての効果も着目されているものである[1,2,3]。

塗料を試験体に塗布し、その性能を評価する。

また、日本各地に高反射高放射塗料を導入し

た場合の二酸化炭素削減効果の評価もおこな

う。 

 

２ 実験による高反射高放射塗料の

性能評価 
1.2m×1.2m×1.2m の立方体モデルを東京

大学工学部 4 号館屋上に設置した。設置場所

の緯度は北緯 35 度 42 分 44 秒、経度は東経

139 度 45 分 53 秒である。モデルは厚さ

0.5mm のステンレス製であり、換気はない。

底面と地面との距離は 1m となっている。試

験体の方位角（室内から外気に向かう法線の

角度）は北から西側にプラス 12度である。 

計測は、試験体の天板西側（計測 A：図 2-1）、

東側（計測 B：図 2-2）、試験体の側板西側（計

測 C：図 2-3）、東側（計測 D：図 2-4）の 4

箇所についておこなうことで、特定の汚れ等

に結果が左右されることを避ける。計測間隔

は 15秒とし、一つの計測につき 5分以上デー

タをとることとした。これは、計測機器によ

る異常値の発生や、気象要素による値の上下

を考慮するため、ある程度のデータ数を必要

とするからである。 



測定項目、測定機器、測定方法を表 2-1 に

示す。 

 

表 2-1 測定項目、機器および方法 

測定項目 測定機器 測定方法 

外気温度[℃] 

外気相対湿度[%] 

温湿度計 

（MT-060/英弘精機） 

風向[°] 

風速[m/s] 

風向風速計 

（MA-130/英弘精機） 

降雨量[mm] 雨量計 

（MW-010/英弘精機） 

室内中央温度[℃] 

室内側面温度[℃] 

室外側面温度[℃] 

室外底面温度[℃] 

白金温度測定素子 

（MT-010/英弘精機） 

室外天面温度[℃] 熱電対 

上向き短波反射量 

下向き短波反射量 

下向き長波放射量 

長短波放射計 

（MR-40/英弘精機） 

データロガー

により 

15秒間隔で 

計測 図 2-1 計測 A 

 

図 2-2 計測 B 

 

こうして、2002年 12月 29日から 2003年

4月 28日までの期間の短波反射率計測結果を

まとめる。屋外建造物に塗布するため、外的

要因による反射率の低下は避けられないが、

雨で汚れが洗い流されることによる反射率の

回復などで、一定の値に落ち着くことが考え

られる。この特性は水野ら[8]によって図 2-5

のようになると考えられている。 
図 2-3 計測 C 
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図 2-4 計測 D 
図 2-5 屋外曝露日数と反射率の関係 



また、2002年 12月 29日から 2003年 1月

31日までの期間についての気象要素を、熱負

荷計算プログラムSMASH for WindowsVer.2

（以下 SMASHと略記）のフォーマットに合

わせて計算した上で気象データとして入力し、

今回の実験の条件に合わせたシミュレーショ

ンをおこなった。「SMASH」で必要な気象デ

ータは、気温・絶対湿度・全天日射量・下向

き大気放射量・風向・風速・降水量・日照時

間・法線面直達日射量・水平面天空日射量で

ある。このうち、法線面直達日射量に関して

は渡辺ら[5]のモデルを用いて直散分離して

求めた。夜間放射量については、大橋ら[6]の

モデルを用いた。こうして算出された試験体

室内の１時間ごとの気温と、実際に計測した

室内温度（１時間毎の平均値）とを比較した

結果、決定定数は 0.83という値がえられ、本

実験によって塗料の性能は評価された。また、

「SMASH」を次に述べる塗料の導入評価に

用いることの妥当性についても検証できた。

以上を図 2-10に示す。 
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図 2-6 計測 A 
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図 2-7 計測 B 
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図 2-8 計測 C  

  

 

 

 

 

 

 

 
図 2-9 計測 D 
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図 2-10 シミュレーション結果と 

実測値の比較 



３ 日本各地における高反射高放射

塗料の導入評価 
一般住宅において光高反射熱高放射塗料を

導入した場合の熱負荷を前述の住宅用の熱負

荷計算プログラム「SMASH」を用いておこ

なった。そして算出した熱負荷を用いて、光

高反射熱高放射塗料の導入による CO２排出

削減量を算定した。 

 次世代省エネルギー基準の地域区分に基づ

き、日本各地から代表的な 14都市を選定した

(表 3-1)。 

各都市の気象データは、拡張アメダス気象

データ[4]（以下 EA気象データと略記）の標

準年を用いた。 

表 3-1 地域区分と選定都市 

地域区分 都市 

Ⅰ 札幌・旭川 

Ⅱ 盛岡・函館 

Ⅲ 仙台・秋田・松本 

Ⅳ 新潟・東京・広島 

Ⅴ 高知・福岡・鹿児島 

Ⅵ 那覇 

モデルとした住宅は図 3-1に示す。 

 

図 3-1 モデル平面図・立面図 

以下の 3 つのケースについて熱負荷計算をお

こなった。 

・case 1：標準的な建築外表面データを通年

にわたって用いる。 

・case 2：高反射高放射塗料を住宅の屋根お

よび外壁に通年にわたって導入する。 

・case 3：冷房期間においては高反射高放射

塗料を、暖房期間においては低反射低放射外

表面を屋根および外壁に導入する。 

暖房期間は日平均気温が 15℃以下となるす

べての期間に、冷房期間のそれを暖房期間以

外の全期間に、それぞれ定めている。ちなみ

に、この定義では那覇には暖房期間はない。 

■低反射低放射性の外表面 

低反射低放射性を示す物体としては、太

陽熱集熱器などによく用いられている、

いわゆる選択反射吸収性の表面が挙げら

れる。本研究では、選択反射吸収性の表

面として代表的な物質である黒色クロム

メッキを低反射低放射性の外表面として

取り上げる[7]。用いた物性値は表 3-2 の

通りである。 

表 3-2 日射吸収率・長波放射率の設定 
建築外表面 日射吸収率 長波放射率 注記 

標準建築外表面 0.80 0.90 [7] 

高反射高放射塗料 0.08 0.90 [5] 

黒色クロムメッキ 0.95 0.066 [7] 

このようにして得られた空調需要から、CO

２排出削減量を導出し、各都市の年間 CO２排

出削減量を算出した。 

 ところで、省エネルギーや CO2排出削減量

について評価するには冷暖房機器それぞれの

COPの設定が必要である。 

本研究では、一般住宅を対象に計算してい

ることから、家庭における各種空調機器の普

及状況を考慮して表3-3のようにCOPを設定

し、CO2排出原単位を求めた。設定した CO2
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図 3-2 各都市の年間 CO2排出量（左から case1, case2, case3の順） 

排出原単位から CO2排出量を求めると、図

3-2に示す結果となった。 
表 3-3 空調機器の単位需要あたり CO2排出量 

機器種別 COP 燃料 CO2排出原単位 

[kg-CO2/MJ] 

ルームエアコン

(冷房) 
2.50 電力 0.040 

ルームエアコン

(冷暖) 
2.50 電力 0.040 

標準冷房機器 ― ― 0.040 

ルームエアコン

(冷暖) 
2.50 電力 0.040 

温風ヒーター 1.00 都市ガス 0.050 

温風ヒーター 1.00 LPG 0.070 

石油ストーブ 1.00 灯油 0.070 

標準暖房機器 ― ― 0.064 

 
 

Case2においては、那覇で 9.0%CO２排出量

削減（Case1 比）という値が得られた。一方

で、札幌、函館などのようなⅠ・Ⅱ・Ⅲ地域

に属する都市においては、高反射高放射塗料

の導入による暖房需要の増大で、CO２排出量

はむしろ増加してしまうという結果になった。 

Case３では、どの都市においても CO２排出

量の削減が確認されたが、特にⅣ・Ⅴ地域に

おいて効果的である。Ⅳ地域に属する東京で

は、7.3%排出削減が達成され、その他の都市

についても広島で 7.1%、Ⅴ地域の福岡では

7.2%、高知で 7.9%、鹿児島では 8.0%もの CO

２排出量削減となった。地域区分Ⅳ、Ⅴにあて

はまる地域に対しては、この切り替えの方法

が大変有効であると考えられる。 

やはり最も効果があがったのは、日射量の

大きいⅥ地域の那覇であった。断熱材などの

ほかの住宅用省エネルギー方策が冷房需要に

対してあまり有効でないことなどを考慮する

と、高反射高放射塗料は、冷房需要が大きい

地域の住宅に対して有効な CO２排出削減方

策であると言える。 

 

 

 



４ おわりに 
 
高反射高放射塗料を試験体に塗布し、塗料

性能の評価をおこなった。 

その結果、屋外の建造物に塗布するため、

外的要因による汚れは避けられないため、反

射率は低下していくが、雨に汚れが流される

ことによる回復などで、一定の値に落ち着く

と考えられる。 

また、「SMASH」を用いて、日本各地に高

反射高放射塗料を導入した場合の二酸化炭素

削減効果についての評価をおこなった。高反

射高放射塗料は、夏季の冷房需要を削減でき

るが、冬季の暖房需要を増大させてしまうた

め、暖房需要が大きい地域での導入は逆効果

である。しかし、沖縄のような冷房需要が暖

房需要に比べきわめて大きいような地域にお

いての導入は大変効果的であるといえる。今

後は、このような地域での塗料の計測実験が

のぞまれる。また、高反射高放射塗料と低反

射低放射性外表面の切り替えは多くの地域に

おいて有効である。 

 また、高反射高放射塗料を熱帯地域など海

外の国で導入することについて、CDMプロジ

ェクトとしての可能性評価[9]も今後すすめ

ていきたい。 
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